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1．ウクライナ危機―西洋人に「そっくり」だから悲劇？

　1 月 22 日に開催されたシンポジウムからおよそ 1 ヶ月後、ロシアのウラ
ディミル・プーチン大統領は、ウクライナ東部の親ロシア派が事実上支配し
ている地域の独立を一方的に承認し、2 月 24 日、ウクライナへの全面的な
侵攻を開始した。国際連合の常任理事国の一国の公然たる侵略行為、ウクラ
イナ市民を大規模に巻き込んだ戦闘、第二次世界大戦以降のヨーロッパで最
も速いペースともいわれる難民の増加を受けて、ヨーロッパ、さらには世界
の関心はウクライナに注がれている。ウクライナ危機に際し、国際社会が向
ける関心や連帯の表明、支援の広がりは、まだこの世界で人道が死んでいな
いことを示すものだ。他方で、世界で人道危機が起こっているのはウクライ
ナだけではない。ウクライナ危機に集中的に寄せられている国際的な関心や
連帯の意思は、はからずも、私たちが紛争地域に向けるまなざしに潜むレイ
シズムを明らかにしてもいる。シンポジウムでの報告の主旨をより明らかに
するために、本稿ではこの危機について加筆させていただく。
　ロシアによるウクライナへの軍事侵攻は、多数の市民を含む甚大な犠牲
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と、大量の難民を発生させている。国連難民高等弁務官事務所 (UNHCR) の
フィリッポ・グランディ高等弁務官は 3 月 6 日、ロシアによる侵攻開始から
10 日間でウクライナから隣国などに逃れた人が 150 万人を超えたことを明
らかにし、第二次世界大戦以降、ヨーロッパで最も早いペースで難民の数が
増えていることへの危機感を表明した。
　以降、メディアは連日、ウクライナの戦況や市民の犠牲、難民の状況を詳
細に伝えてきた。これらのジャーナリストの努力が、世界中にウクライナへ
の支援の輪を生み出し、広げることに貢献したことは確かだ。日本でもわず
か１週間の間に 20 億ものウクライナへの寄付金が集まった。しかしメディ
ア、とりわけ欧米メディアによるウクライナ問題の報道には、レイシズム
の刻印が刻まれていた。CBS ニュースの特派員のチャーリー・ダガタは、
ロシアによる侵攻が始まった翌日の 2 月 25 日、自らが目にした光景から受
けた衝撃を次のように言い表した。「ウクライナは、イラクやアフガニスタ
ンのように数十年も紛争が続いている場所とは異なり…比較的文明化してお
り、ヨーロッパのような都市です。今回のようなことが起こるとは予想もで
きなかった場所です」。元欧州議会議員で現在はジャーナリストをしている
ダニエル・ハナンは、英「テレグラフ」誌の記事で、ウクライナの人々は「私
たちにそっくり」であり、「だからこそ衝撃は大きいのです」と述べた 1。
　3 月 6 日の時点ですでに 150 万に及んでいるウクライナ難民を、隣接する
ポーランド、スロバキア、ハンガリー、ルーマニアなどは温かく受け入れて
いる。これらの国々は、中東やアフリカ、アフガニスタン難民の流入を阻止
することに力を注いできた国々である。ドイツなど西欧諸国でも、ウクライ
ナ難民を歓迎する動きが広がり、ソーシャルメディアには、自宅でウクライ
ナ難民を受け入れようとする市民の姿など、温かなエピソードがあふれてい
る。
　こうしたヨーロッパ諸国のウクライナ難民の歓待ぶり、人道的な対応は、
素晴らしいものであり、賛美されるべきだ。しかし、2015 年シリア難民危
機の際のヨーロッパ諸国の拒否的な対応、タリバンによる迫害を恐れて国外
に出た、あるいは出ようとしているものの、行き先を見つけられず現在も途
方にくれている多数のアフガニスタン難民を想起したとき、ヨーロッパ社
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会の人道のダブルスタンダードは明らかだ。2015 年から 2016 年にかけて、
シリア難民を中心に約 200 万人が迫害や暴力を逃れてヨーロッパを目指した
が、これらの難民の受け入れは国内で多くの反発を呼び、難民の多くが国境
で足止めされ、さらには追い返された。デンマーク議会は 2016 年 1 月、難
民認定の申請者が所持する現金や貴重品を、その滞在費として当局が徴収で
きるようにする「宝石法（jewelry law）」を賛成多数で可決した。中東か
らの難民の流れを抑制することをねらいとしており、同様の措置はスイスや
ドイツ南部でも導入された。しかしデンマーク政府は今回の戦争で生じたウ
クライナ難民に関しては、同法の適用を免除する意向を示している。
　その他欧米諸国のウクライナ難民への寛大な対応には、アフガニスタンや
シリア難民との違いを感じざるを得ない。カナダは、2021 年 8 月中旬、タ
リバン政権が成立した場合、迫害を受ける可能性が高い女性指導者や民族的
マイノリティを中心にアフガン難民を受け入れることを他国に先駆けて発表
したが、その上限を 2 万人としていた。対照的に、今回のウクライナ危機に
際し、カナダは無制限のウクライナ難民の受け入れを発表している 2。
　こうした対応の違いをどう説明すべきだろうか。もちろんそれを「レイシ
ズム」の一言で片づけることはできない。地理的な要因、政治的な要因、さ
まざまな要因が絡んでいる。しかし、ウクライナの人々は、「私たち（西洋
人）にそっくり」であるからこそ、今回の悲劇は衝撃的なのだ――欧米諸国
の人々からも多くの批判が寄せられた発言だが、そのような論理でしか説明
できない要素があることも否めない。事実、ウクライナ人の受け入れについ
て説明する際、公然とそのように主張する政治リーダーもいる。ブルガリア
のキリル・ペトコフ首相は、こう語っている。「ウクライナの…人々は、私
たちがこれまでに見てきた難民とは違います。彼らはヨーロッパ人です。知
的で教養のある人々です。彼らは…素性も過去もわからない、テロリストで
ある可能性がある人たちとは違うのです」3。

2．忘れられた人道危機―アフガニスタン

　ウクライナ危機に世界の関心が集まる中、どれだけの人々が、アフガニス
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タンの人道危機に目を向けているだろうか。2021 年 8 月、米軍が撤退を進
める中、タリバン政権が復活し、米軍撤退の最終局面ではカブール空港で
自爆テロが起こり、アフガニスタンに関する報道は激増した。しかし、それ
まで欧米メディアのアフガニスタンへの関心は極めて低かった 4。独立系メ
ディアの Security Policy Reform Institute によれば、2006 年頃からアフガニ
スタンで戦乱に巻き込まれるなどして犠牲となる市民の数は増加し続けてい
たが、犠牲者の数に比例して報道の頻度があがることはなかった 5。タリバ
ン政権成立前後のアフガン情勢の混乱を受けて再び報道は増加したが、その
後、メディアはアフガニスタンへの関心を再び失った。
　現在、アフガニスタンでは人道危機がいよいよ深刻化している。国連難民
高等弁務官事務所（UNHCR）によれば、現在約 600 万人のアフガニスタン
人が、紛争、暴力、貧困によって故郷や国を追われ、その 85％はパキスタ
ンとイランに住んでいるとみられる。2021 年、米軍撤退、それに続くタリ
バン政権成立の混乱の中で、各地の抗争が激化し、新たに約 70 万人の人々
が国を追われることになり、その 80％は女性と子どもが占めた 6。
　欧米メディアがアフガニスタンの人々の苦境に関心を寄せてこなかったわ
けではない。しかし、欧米メディアでアフガンの人々の人権というとき、そ
れはほとんどの場合、タリバン政権によって脅かされる都市部の女性たちの
政治的な人権のことであり、アフガン女性の 7 割超を占める農村部の女性た
ち、とりわけ 20 年に及ぶ戦乱で男性の家族や親族を亡くし、荒廃した土地
でぎりぎりの生活を強いられてきた女性たちの人権や生命は、ほとんど注目
を浴びなかった 7。確かに米国がアフガニスタンに関与した 20 年間で、都
市部の女性たちの経済的・社会的・政治的なエンパワメントは進んだが、米
国はその軍事力によって、人々の権利や生活を踏みにじってきた存在でもあ
る。米国による軍事攻撃、米国や諸外国の支援を受けた諸軍閥の割拠、その
ことによる国土の荒廃や治安の悪化もまた、アフガニスタンの人々、特に社
会で脆弱な地位にある女性をさらなる窮乏へと追いやってきた重大な要因な
のである 8。にもかかわらず、米軍撤退後、アフガニスタンの人道危機を、
長期にわたる米国の軍事的関与と結びつけて論ずる言説、まして米国の責任
を問う言説は、ほとんど見られなかった。
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　それどころかタリバン政権成立後、バイデン政権は金融制裁を、今まで
の軍事的な関与に代わる強制力として重用し、その制裁の行使はアフガン
の一般市民の生活に多大な困難をもたらしている。バイデン政権はタリバン
がカブールを制圧し、権力を掌握すると、崩壊した旧アフガニスタン政府が
ニューヨーク連邦準備銀行に持っていた口座など 90 億ドルを凍結し、さら
に国際通貨基金からアフガニスタンに送られる予定であった 4 億ドルの拠出
も止めた。これらの一連の措置により、アフガン社会には深刻な現金不足が
生じ、市民生活を大きく脅かしてきた。国連開発計画（UNDP）は 2021 年
9 月 9 日に発表した報告書で、タリバンが権力を握った 8 月 15 日以降、外
国からの支援が止まるなどして食糧価格が高騰し、最大でアフガニスタンの
全人口 4 千万人の 97％が貧困に陥る可能性があると指摘している 9。世界保
健機関（WHO）によれば国内にある 2,300 の医療機関のうち 90％が閉鎖の
危機にさらされている 10。国連児童基金（UNICEF）は 5 歳未満の子供の 2
人に 1 人が栄養失調に陥ると警告している 11。
　バイデン政権は、あくまで制裁の対象はタリバン政権であり、人道支援は
制裁の対象外であると強調してきたが、実際には米国による制裁は、現地の
人道支援に多大な影響を与えている。現地の輸送業者や銀行は、万一の可能
性としても、米政府に制裁違反を疑われ、財務省のブラックリストに掲載さ
れることを恐れて、国連や人道支援団体と関わること自体を避けようとす
る。もしブラックリストに掲載されれば、それは企業としての死を意味する
からだ 12。
　さらに先の 2 月、バイデンはアフガニスタン中央銀行の準備金として米国
内で凍結されていた 70 億ドルの資産に関し、驚くべき内容の大統領令に署
名した。その大統領令は、一見、人道的な内容であった。凍結資産の半分に
あたる 35 億ドルをアフガニスタンでの人道支援に使うとしていたからであ
る。もっとも具体的な資金の使途や、タリバンの利益にならずに直接国民に
支援が届く仕組み作りについての議論はこれからで、実際にアフガニスタン
での人道援助に生かされるまでには数カ月がかかる見通しだ。しかし、大き
な問題は、残り 35 億ドルの使用用途であった。同中央銀行の凍結資産をめ
ぐっては、9.11 同時多発テロの遺族グループがタリバンを相手に、米連邦裁
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判所に訴えを起こし、凍結資産からの補償金支払いを求めていた。バイデン
政権は、この訴訟での判断に備え、残りの 35 億ドルの扱いを保留するとし
たのである。
　国連諸機関が、世界最悪規模の人道危機への警告を発する最中で決定され
たこの措置に対しては、即座に、アフガン支援団体や人権団体から、アフガ
ニスタンからのさらなる収奪であり、人道上許容され得ないという怒りの声
があがった。もっとも 9.11 同時多発テロの犠牲者の遺族すべてがこうした
形での賠償金の支払いに賛成しているわけではないことも強調しておく必要
がある。9.11 で家族を亡くした遺族が結成した団体「平和な明日のための
9.11 遺族（September 11th Families for Peaceful Tomorrows）」は、何百万
人ものアフガン市民が飢えで死ぬ前に、アフガニスタン中央銀行の凍結資産
を解除し、アフガン市民を救うために用いるべきだと強く求めている。同団
体のメンバー、バリー・アマンダソンは New York Times 紙のインタビュー
で、アフガニスタン中央銀行の凍結資産は、アフガン国民のものであり、9.11
遺族のものではないと改めて強調し、次のように述べた。「確かに、犠牲者
の遺族が失われた正義を求めることは理解できる。しかし、アフガニスタン
中央銀行の凍結資産を 9.11 遺族への賠償の資金源として使うことは、20 年
にわたる戦争に苦しんだ後も、米国や国際社会が科した経済・金融制裁に
よって苦しみ続けているアフガン市民にさらなる損害を与える行為に他なら
ない。それはあまりにひどい彼らへの裏切りではないか」13。Intercept 誌の
インタビューに答えたテリー・ロックフェラーも、20 年の戦争が終わった
後も、さらに多くのアフガン市民の犠牲を生み出して、テロを終わらせるこ
となど決してできないという立場を示し、凍結資産をアフガン市民の命を救
うために使うことは、道徳的な要請であるばかりでなく、国家安全保障上の
利益でもあると強く訴えている 14。

3．ドローン攻撃に刻まれたレイシズム

　9.11 以降、米国が世界各地で展開してきた対テロ戦争のコストを分析して
いる米ブラウン大学ワトソン国際・公共問題研究所の「戦争のコスト」プロ
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ジェクトによれば、過去 20 年間で米軍が作戦を展開してきた国は 80 か国超
に及び、対テロ戦争の費用の総額は計 8 兆ドル（880 兆円）にのぼる。対テ
ロ戦争によって命を落とした米兵の人数は 7,000 人を超え、同盟国軍や地元
民間人を含めた死者の総計は 90 万人にのぼる 15。
   しかし、このような甚大な人的・物的な被害にもかかわらず、対テロ戦争
は米国民の日常意識にあまりのぼることもなく、「不可視化された戦争」と
もいわれてきた 16。その原因の１つは、ドローン攻撃の多用にある。特にオ
バマ政権以降、ドローンへの依存は顕著となった。オバマといえば、上院議
員だった 2007 年にイラク戦争を批判したことで一躍有名になったが、オバ
マは前大統領のブッシュが始めたすべての戦争に反対したわけではない。オ
バマは、イラク戦争を選ぶ必要がなかった「選択の戦争」とみなし、「責任
ある終結」を掲げる一方で、アフガニスタンにおける戦争を「必要な戦争」
とみなした 17。オバマは、ブッシュ政権が遂行した対テロ戦争が、グアンタ
ナモ基地における「テロ容疑者」の虐待など、非人道的な側面があることを
問題視したが、対テロ戦争そのものは批判しなかった。リベラル派の法学部
の教授であったキャリアに鑑みても、安全保障問題に関しては甘い顔を見せ
てはならない、透徹したリアリストでなければならないとオバマは考えてい
た。2020 年に出版した大統領時代の回顧録『約束の地』でオバマは次のよ
うに、やや誇らしげなトーンで語っている。「私は、左派の一部の人々とは
異なり、ブッシュ政権のテロ対策のすべてを批判することはなかった」18。
   こうした認識のもと、オバマが試みたのは、米国の理想に沿った対テロ戦
争、すなわちその「人道化」であり、その鍵とされたのがドローン攻撃だっ
た。オバマはドローンを、米兵の犠牲を出さずにテロリストに標的を絞った
攻撃を可能にし、市民の巻き添え被害も最小にとどめる「人道的」な兵器と
みていた。2013 年、国防大学での演説でオバマは改めて、対テロ戦争は正
義の戦争であり、比例的に、そして最後の手段として、自衛のために行われ
ている戦争であると訴え、その過程で生み出される民間人の犠牲についてこ
のように述べた。「確かに、アルカイーダとの戦いは、他の武力紛争と同様、
悲劇を招く。しかし、米国は、罪のない人々が犠牲になる可能性が最も低い
行動方針を選択しているのだ」19。
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   しかし、オバマ政権期のドローン攻撃は本当に「罪のない人々が犠牲にな
る可能性が最も低い行動方針を選択」したものであっただろうか。オバマ時
代のドローン攻撃では、「シグネチャー・ストライク」や「ダブルタップ」
など、無関係の市民が巻き添えになる可能性が大きい攻撃方法も選択され
た。「シグネチャー・ストライク」とは、その人物の身元に確証がもてなく
ても、過激派特有の行動のパターンに基づいて標的を選択し、殺害する作戦
だ。国際人道法上は、ドローン操縦者は常に、民間人と戦闘員を区別しなけ
ればならず、民間人であるかどうかを判断する際には、実行可能なすべての
予防措置を講じなければならない。「シグネチャー・ストライク」は、この
原則に反している 20。「ダブルタップ」とは、最初のドローン攻撃を行い、
それに続いて救助者や第一応答者を対象とした 2 回目の攻撃を行う作戦であ
る。同じ場所を連続して攻撃することで、標的の殺害を確かなものとするこ
とができる。この「ダブルタップ」は、最初の攻撃の犠牲者が武装勢力であ
るという仮定、そして最初の攻撃を受けた現場に集まってくる人たちも武装
勢力であるという仮定に基づいている。しかし、最初の標的が正当な標的で
あったとしても、最初の攻撃を受けて現場に集まってきた人々も標的とする
ことには明らかな問題がある。こうした問題のある攻撃方法もオバマ政権で
常態化された 21。
   今日、「ドローン大統領」としてのオバマのレガシーはますます世界で問
題視され、批判されるようになっている。2018 年 7 月、オバマは、ヨハネ
スブルグで開催されたネルソン・マンデラ年次講演会に講演者として招待さ
れた。9,000 人の参加が見込まれていたこの講演会で、オバマは「マンデラ
の遺産をアップデートし、変化する世界で積極的な市民活動を促進する」と
いうテーマで講演する予定だった。しかし、この招待に対し、南アフリカの
市民社会からは、オバマの大統領としての経歴は、反アパルトヘイトの象徴
であるマンデラの生誕 100 周年記念講演の栄誉にふさわしくないという批判
があがった。人権団体「ケージ」のアフリカ支部は公開書簡で、オバマが 8
年間の在任中に、特殊作戦やドローン攻撃で多くの市民を殺害し、アフリカ
での米軍の活動を拡大させたことなどを挙げながら、講演の機会を与えるこ
とは、これらの行為を容認することだと批判した 22。
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   さらに米国のドローン攻撃による市民の犠牲者への米政府の対応に、レイ
シズムが作用していたことを見過ごすわけにはいかない。米国によるドロー
ン攻撃は、戦闘地域ではない国でも行われ、相当な数の市民が巻き添えに
なってきた。2016 年 7 月、オバマ政権は、2009 年から 2015 年の間に、パキ
スタンやイエメン、ソマリアなどでドローン攻撃が合計 473 回行われ、64
人から 116 人の民間人が巻き添えとなって死亡したと発表した。しかし、民
間の調査団体の調べによれば、実際には公式発表よりはるかに多い民間人が
犠牲になったと推定されている 23。さらにこれらの犠牲者たちの中には、米
政府から謝罪や補償を受けるどころか、テロと関係のない罪なき市民であ
り、誤爆であったことすら認められていない人々が多数存在する。ロンドン
に拠点を置く独立系メディア Bureau of investigative Journalism はこのことを
問題視し、調査プロジェクト 「死者に名付ける（Naming the Dead）」を立
ち上げ、2011 年以降、パキスタンで米国のドローン攻撃によって死亡した
2,379 人の名前を明らかにすることを目指してきた。このプロジェクトでは
704 名の犠牲者の名前が確認され、そのうち民間人は 322 名、99 名が子ども
であった 24。
　パキスタンの民間犠牲者への対応と鋭い対照をなすのが、米国人ウォーレ
ン・ワインスタインとイタリア人ジョバンニ・ロポルトを誤爆した際、オバ
マ政権がとった対応である。2015 年 4 月、アフガニスタンとパキスタンの
国境近くにあるアルカイーダの施設を標的とした米国のドローン攻撃が、人
質とされていた 2 人の命を奪ったことが判明すると、オバマは「深い遺憾」
を表明した。このとき、オバマ政権は、通常は極秘扱いとされる作戦情報を
開示して、作戦の見直しを発表し、数時間後、ジョシュ・アーネスト報道官
を通じて、犠牲者の家族に補償を行うとも表明した。このことを発表する際
にオバマは、機密指定を解除し、作戦の見直しを開始したことは、公開性を
重んずる民主主義国としての米国の類稀な性質を表しているのだと自負する
ことも忘れなかった 25。
　こうしたオバマのダブルスタンダードを鋭く批判した 1 人に、パキスタン
人ファヒーム・クレシがいる。クレシは 2009 年、オバマが大統領に就任し
て、そのわずか3日後に許可した最初のドローン攻撃で重傷を負った1人で、
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当時 14 歳だった。クレシの傷は深かった。胃には破片が突き刺さり、上半
身には裂傷があった。医師たちは、火傷を負った左半身全体を手術し、右目
をレーザー手術で修復したが、左目は救えなかった。父親を失ったことで、
当時 10 代だったクレシは、突如として大家族を養う立場となり、学業も諦
めた。何年にもわたり、クレシとその弁護士は、パキスタンの部族連絡員、
米国大使館、国連人権理事会など、さまざまな公式ルートを通じて補償を求
めてきたが、いずれも実を結んでおらず、補償はおろか、謝罪すら受け取っ
ていない。苦渋の数年間を過ごしてきたクレシにとって、オバマのダブルス
タンダードは許されるものではなかった。クレシは誤爆の犠牲者が欧米人で
あった場合と、非欧米人であった場合との米政府の対応の違いについて、次
のような根源的な疑義を投げかけた。「私たちパキスタン人は、殺された 2
人の西洋人と同じ人間ではないのか？」26。150 人のパキスタン人の空爆被
害者の代理人を務める弁護士シャザード・アクバルも、米政府のダブルスタ
ンダード、その根底にあるレイシズムを次のような嘆き、糾弾した。

　西洋人の殺害に対し、反省の弁を述べる米国大統領の姿は、パキスタンの空爆
被害者にとっては、どのようなメッセージになるだろうか…「お前たちは重要
ではない、お前たちは劣った神の子供なんだ、西洋人が殺されたときだけ私は

嘆くのだ 」。そうしたメッセージを送ることになってしまわないだろうか 27。

　アフガニスタン撤退後もバイデン政権は、対テロ戦争を継続する意向を示
し、その手段としてドローン攻撃にますます依存する考えを示している。ア
フガニスタンからの米軍の撤退が完了した昨年 8 月 31 日、バイデンはこう
宣言した。「アフガニスタンなどでの対テロ戦争は継続する。ただ、そのた
めに地上戦は必要ない。 われわれはいわゆるオーバー・ザ・ホライズン（Over 
the Horizon）能力を有している。つまり、地上軍を駐留させることなしに、
テロリストや標的を攻撃することができるのだ」。さらにこう続けた。「こ
の能力は先週も発揮された。イスラム過激派組織 ISIS-K が 13 人の米兵と罪
のないアフガニスタンの人々を殺害した数日後に、遠隔操作で攻撃したの
だ」28。
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　しかしバイデンがここで宣伝した 8 月 29 日にカブールで行われたドロー
ン攻撃は、その後、誤爆であったことが判明し、その攻撃で亡くなったのは
子供 7 人含む罪なきアフガン市民 10 人であった。人権の思想史などで知ら
れる歴史家サミュエル・モインは、近著 Humane でドローンの使用などによ
る戦争の「人道化」の試みが、対テロ戦争を永続化させたという問題を提起
している。ドローン攻撃は米兵の犠牲を出さない。そこで殺される人々の顔
は見えない。こうして暴力や殺人は不可視化され、人々はそれなりに「人道
的」に戦われているとして対テロ戦争を許容し、戦争自体の妥当性を問い、
批判する視座を失ってきたというのだ。事実、2021 年夏まで米国民の多く
はアフガニスタンや世界各地で対テロ戦争が行われていること自体、忘れて
きた。米空軍の公式のデータによれば、過去 20 年間で米国は他国に 337,000
の爆撃やミサイルを発射してきた。1 日 46 発となる計算だ 29。

4．新しい反戦世代の台頭―ダブルスタンダードを超えて

 　1990 年代半ば以降に生まれた Z 世代は、現在米国の人口の 2 割を占め
る。この世代については、それ以前の世代とは異なる特徴的な価値観や世界
観、対外政策に関する志向が指摘されている。米国進歩センターの 2019 年
の調査では、Z 世代の 10 人中７人が「中東・アフガニスタンでの戦争は時
間、人命、税金の無駄遣いであり、自国の安全には何の役にも立たなかっ
た」と回答した 30。この世代は、アフガニスタン・イラクへの泥沼的介入
や金融危機など、「弱い」米国を感じながら育った世代であり、「例外主義
（exceptionalism）」と呼ばれてきたような、米国の「例外的」な強さや道
義性への信念は希薄である。「テロとの戦い」を掲げて過剰な軍事介入を行
う反面、国内の差別や暴力、格差の問題に真剣に取り組まなかった過去 20
年への批判から、社会保障の立て直しや構造的な差別の是正を第一に考える
世代でもある。
　Z 世代は、対外面で発揮されてきた米国の暴力性への感受性も高い。Vox 
Populi の調査プロジェクト Independent America によると、18 歳から 29 歳ま
での回答者の 60％がドローン攻撃に批判的であった。この数字はより年長
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の世代の倍にあたる 31。また、この世代は、ロシアや中国などの「権威主義
国家」と米国などの「民主主義国家」という、就任以来バイデン政権が掲げ
てきた二分法的な世界観を無批判的に受け入れることもしない。むしろ彼ら
が指摘するのは、米国の偽善とダブルスタンダードである。
　米国の歴代政権は、対外的に民主主義や人権の擁護者を自負しながら、同
盟国や緊密な関係にある国家がそれらの価値を踏みにじることを黙認し、さ
らには手厚い援助や支援を与えてきた。人権外交を華々しく掲げたバイデン
政権も、新疆ウイグル自治区や香港での中国政府による人権侵害を強く批判
する一方で、イスラエルによるパレスチナの人々の殺害や人権侵害は黙認
し、国民の人権を蹂躙し続けてきたフィリピンのロドリゴ・ドゥテルテ政権
にも多額の軍事援助をしてきた。権威主義国家に対する民主主義国家の結束
を示すことを目的に、バイデン政権の肝入りで昨年 12 月に開催された「民
主主義サミット」にはフィリピンも招聘され、そこでドゥテルテは「フィリ
ピンでは報道の自由、表現の自由は完全に享受されている」とうたいあげ
た。Z 世代の若者たちは、ドゥテルテのような人権抑圧的な権威主義国家の
詭弁、そしてそれを擁護し、援助する米国のダブルスタンダードにますます
批判的になっている 32。
　2022 年のウクライナ危機への国際社会の対応は、私たちが語る「人道」
が決して普遍的なものではなく、レイシズムを内在させていることを明らか
にした。西洋人に「そっくり」な人々が住むウクライナと、「そうではない」
人々が住む国や地域における人道危機に寄せられる国際的関心には、明らか
に差がある。もっともこのダブルスタンダードの解消は、ウクライナの人道
危機を過小評価したり、同地への関心を低下させることによってではなく、
アフガニスタンやイエメン、忘れられてきた人道危機とそこで苦しむ具体的
な人間を想起し、さらなる普遍性を追求することを通じて成し遂げられてい
くべきである。
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